限界集落における高齢者問題解決に向けた地域住民のパワーと集落内外の家族・親戚／友人・知人へのサポート期待の関連 by 渡辺 裕一
武蔵野大学学術機関リポジトリ　Musashino University Academic Institutional Repositry
限界集落における高齢者問題解決に向けた地域住民
のパワーと集落内外の家族・親戚／友人・知人への
サポート期待の関連
著者 渡辺 裕一
雑誌名 武蔵野大学人間科学研究所年報
号 3
ページ 71-77
発行年 2014-03-01
URL http://id.nii.ac.jp/1419/00000409/
限界集落における高齢者問題解決に向けた地域住民の
パワーと集落内外の家族・親戚／友人・知人への
サポート期待の関連
Relationship between Residents’ Ability to Solve Problem and 
Expectation of Support by Family and/or Friends 
in the Marginal Community
渡　辺　裕　一
WATANABE, Yuichi
１．緒言
　我が国の急激な高齢化率の高まりに注目が集まっている。平成 25年 9月の敬老の日に
総務省が取りまとめたデータによれば、高齢者人口（65歳以上人口）は 3,186万人で過
去最多、総人口に占める高齢者の割合は 25.0％で過去最高となり、ついに 4人に 1人が
高齢者という社会が到来したことになる。『平成 25年度版高齢社会白書』では、今後、我
が国の高齢化率は 2060年に 39.9％に達し、国民の約 2.5人に 1人が 65歳以上の高齢者
となる社会が到来すると推計されている。しかし、主に離島や中山間地域には、2060年
を待たずしてすでに高齢化率が 50％を超えて、社会的共同生活の維持が困難な状態になっ
ている「限界集落（大野，2008）」と呼ばれる村や集落が数多く存在している。
　2012（平成 24）年に施行された改正介護保険法で地域包括ケアの実現に向けた方策が
検討される一方で、このような集落の状況によって生活継続が困難となり、住み慣れた地
域での生活をあきらめざるを得なくなるケースは少なくない。生活に必要な資源やサービ
スへのアクセスが阻害されており、社会的に排除された状態が続いている。
　「限界集落」での生活継続を支えてきた互助の強さについてみてみると、情緒的なサポー
トの提供は比較的維持されているものの、具体的な作業によるサポートである手段的サ
ポートの提供は、住民の極端な高齢化によって難しくなってきている現状がある（渡辺・
大塚，2009）。この状況は、地域包括ケアシステム構築において重要な共助の一方の担い
手である地域住民の脆弱性を表すものであり、同時に、「限界集落」における地域包括ケ
アシステム構築の難しさを表していると言えるだろう。そして、前述した 2060年の高齢
化率約 40％という状況を考えたならば、限界集落の現状は多くの地域にとって他人事と
は言えない。その先には、住み慣れた集落の消滅、いわゆる「廃村」という現実が待ち受
けている。今後の高齢化の予測は、この「廃村」の危機の広がりを示唆していると言える。
　このような集落の状況は、特に高齢者の地域生活継続を難しくしていると言えよう。大
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塚ら（2004）が、過疎地域に生活する高齢者にとってどのようなソーシャル・サポート・ネッ
トワークを取り結ぶかが生活課題の解決の重要な鍵になると指摘しているように、限界集
落で高齢者が生活を継続するためには、集落内からのサポートを最大限に活用すると同時
に、集落外にある（集落外に流出した）サポート源を最大限に活用し、必要なサポートを
受領することが重要となる。「限界集落」で生活する高齢者にとって、集落内・外にかか
わらず、必要なサポートが得られるつながりをいかに取り結び、自らの生活課題を解決し
ていくことができるかが、住み慣れた地域での生活を継続できるか否かを分ける要因の一
つと言えるのではないだろうか。
　住み慣れた地域での生活を継続可能にする地域包括ケアシステムの構築は、近年の介護
保険法改正においてより一層その重要度が増しているが、限界集落の特殊性を踏まえつつ、
その取り組みを検討することが喫緊の課題である。そして、社会的な資源が少ないという
限界集落の特殊性を踏まえた時、地域住民自身が持ちうるサポート源との関係を可能な限
り取り結び、問題解決に取り組む力を引き出し高めていくエンパワメントを促進する働き
かけは必要不可欠である。
　そこで本研究では、地域住民自身による「集落の内／外の家族・親戚／友人・知人によ
るサポート提供が得られるだろう」という予測をサポート期待とし、地域住民自身が問題
解決に働きかけようとするパワーとの関連について明らかにすることを目的とする。
２．研究の対象と方法
　調査は、A県 B市 C町の 20歳以上の住民全員を対象とし、調査員が住宅地図を元に全
戸を訪問して調査票を配布・回収する配票留め置き法によって実施した。調査実施期間は
平成 25年 2月 27日～ 3月 3日の 5日間で、228件の調査票を配布、186件の有効回答
を得た。有効回答率は 82.0％であった。住民基本台帳による無作為抽出および調査を実施
しなかった理由として、台帳が地域の住民の転出等を反映していない可能性が高い点が挙
げられる。
　限界集落の地域住民の高齢者問題解決に向けたパワーの測定には、地域住民の高齢者支
援パワー尺度（SPES）を用いた。SPESは全 10項目から構成された地域住民が地域の高
齢者福祉の向上に働きかけるパワーを測定する尺度である。渡辺（2008）によれば、「地
域の高齢者福祉に対する影響力意識」に関する因子と「地域の高齢者福祉問題の共有意識」
に関する因子の 2因子から構成されることが明らかになっている。すでに尺度の信頼性と
妥当性が明らかになっているが（渡辺，2008；渡辺，2013）、今回収集されたデータにお
いても SPES10項目でのクロンバックのα係数は 0.884であり、十分な内的整合性が認め
られている。本研究では SPES10項目の各得点を合計し、SPES得点として用いた。
　集落内／外の家族・親戚／友人・知人それぞれからのサポートへの期待の有無について
は、想定されるサポート提供者との空間的な距離等は規定せず、主観的に「何か手助けが
必要になった時に手助けが期待できるか」について「期待できる」「期待できない」「いない」
の選択肢で質問した。サポート源ごとのサポート提供期待の有無によって、回答者を「サ
ポート期待有群」、「サポート期待無群」、「サポート源無群」に分け、各群の間の SPES得
点の差について一元配置の分散分析を行った。各群の間の多重比較には、Bonferroniの方
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法を用いた。
　主要な変数と分析に用いる変数の単純集計結果は表 1の通りである。
３．倫理的配慮
　調査研究の実施における倫理的配慮として、事前に調査対象地域の自治体に調査票を提
出し、調査の実施及び内容について理解を得た。また、調査員には調査票の回収及び回収
した調査票の管理、個人情報保護について研修を行った。対象者には、調査協力は任意で
あること、調査内容は調査目的以外に使用しないこと、得られたデータは統計的に処理す
ること等を調査票に明記し、回答をもって調査への協力に同意が得られたこととした。
４．研究結果
　集落内／外の家族・親戚／友人・知人それぞれからのサポート提供期待の有無と SPES
得点の関連を明らかにするために、一元配置分散分析を行った結果を表 2に示した。
　集落内の家族・親戚からのサポート提供期待と SPES得点との間には 1％水準で有意差
が認められ、集落外の家族・親戚からのサポート提供期待と SPES得点の間には、5％水
準で有意差が認められた。
　集落内の友人・知人からのサポート提供期待と SPES得点の間には 1％水準で有意差が
認められ、集落外の友人・知人からのサポート提供期待と SPES得点の間には有意差は認
項目 度数(％) 
性別（男性＝１） 86（46.2％） 
年齢（±SD） 67.99±15.54 
期待有 115（65.3％）
期待無 31（17.6％）
集落内の家族・親戚
へのサポート期待の
有無
いない 30（17.0％）
期待有 133（75.6％）
期待無 34（19.3％）
集落外の家族・親戚
へのサポート期待の
有無
いない 9（ 5.1％）
期待有 120（69.0％）
期待無 43（24.7％）
集落内の友人・知人
へのサポート期待の
有無
いない 11（ 6.3％）
期待有 79（47.6％）
期待無 75（45.2％）
集落外の友人・知人
へのサポート期待の
有無
いない 12（ 7.2％）
SPES 得点（±SD） 42.88±8.67 
表１：単純集計の結果
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められなかったものの、有意に近い傾向が認められた。
　より詳細に「サポート期待有群」「サポート期待無群」「サポート源無群」の間の SPES
得点の差を検討するために行った Bonferroniの方法による多重比較の結果を表 3に示し
た。
　集落内の家族・親戚からのサポート提供期待では、「サポート期待有群」と「サポート
期待無群」の 2群間に 1％水準で有意差が認められたが、両群とも「サポート源無群」と
の間には有意差が認められなかった。
　集落外の家族・親戚からのサポート提供期待では各群の間に有意差は認められなかった
が、「サポート期待有群」と「サポート源無群」との間に有意に近い傾向が認められた。
　集落内の友人・知人からのサポート提供期待では、「サポート提供期待有群」と「サポー
ト提供期待無群」の間に 1％水準で有意差が認められたが、両群とも「サポート源無群」
との間には有意差が認められなかった。
　集落外の友人・知人からのサポート提供期待では各群の間に有意差は認められなかった。
平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
グループ間 922.417 2 461.209 6.565 0.002
グループ内 10748.422 153 70.251
集落内の家族・親
戚からのサポート
期待
合計 11670.84 155
グループ間 493.58 2 246.79 3.381 0.037
グループ内 11168.901 153 72.999
集落外の家族・親
戚からのサポート
期待
合計 11662.481 155
グループ間 1145.089 2 572.545 8.442 0.000
グループ内 10241.021 151 67.821
集落内の友人・知
人からのサポート
期待
合計 11386.11 153
グループ間 438.853 2 219.426 2.939 0.056
グループ内 11048.525 148 74.652
集落外の友人・知
人からのサポート
期待
合計 11487.377 150
表２：一元配置分散分析結果
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５．考 察
　「集落内の家族・親戚」「集落外の家族・親戚」「集落内の友人・知人」「集落外の友人・
知人」をサポート源として設定し、それぞれのサポート源からのサポート提供可能性と
SPESで測定される地域住民のパワーの関連について分析を行ってきた。地域の高齢者福
祉問題解決への影響力意識や共有意識を表す SPES得点との関連で、「集落内の家族・親
95% 信頼区間平均値の
差 
標準
誤差
有意
確率 下限 上限
期待無 6.312* 1.749 .001 2.08 10.55
期待有 集落内に家族・
親戚はいない 2.041 1.796 .773 -2.31 6.39
期待有 -6.312* 1.749 .001 -10.55 -2.08
期待無 集落内に家族・
親戚はいない -4.271 2.202 .163 -9.60 1.06
期待有 -2.041 1.796 .773 -6.39 2.31
集落内の家族・
親戚からのサポ
ート期待 
集落内に家族・
親戚はいない 期待無 4.271 2.202 .163 -1.06 9.60
期待無 2.148 1.666 .598 -1.89 6.18
期待有 集落外に家族・
親戚はいない 8.520 3.577 .055 -.14 17.18
期待有 -2.148 1.666 .598 -6.18 1.89
期待無 集落外に家族・
親戚はいない 6.373 3.783 .282 -2.79 15.53
期待有 -8.520 3.577 .055 -17.18 .14
集落外の家族・
親戚からのサポ
ート期待 
集落外に家族・
親戚はいない 期待無 -6.373 3.783 .282 -15.53 2.79
期待無 6.206* 1.544 .000 2.47 9.94
期待有 集落内に友人・
知人はいない 3.990 2.725 .436 -2.61 10.59
期待有 -6.206* 1.544 .000 -9.94 -2.47
期待無 集落内に友人・
知人はいない -2.215 2.919 1.000 -9.28 4.85
期待有 -3.990 2.725 .436 -10.59 2.61
集落内の友人・
知人からのサポ
ート期待 
集落内に友人・
知人はいない 期待無 2.215 2.919 1.000 -4.85 9.28
期待無 2.800 1.460 .171 -.74 6.34
期待有 集落外に友人・
知人はいない 5.416 2.802 .166 -1.37 12.20
期待有 -2.800 1.460 .171 -6.34 .74
期待無 集落外に友人・
知人はいない 2.616 2.802 1.000 -4.17 9.40
期待有 -5.416 2.802 .166 -12.20 1.37
集落外の友人・
知人からのサポ
ート期待 
集落外に友人・
知人はいない 期待無 -2.616 2.802 1.000 -9.40 4.17
表３：多重比較の結果
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戚」、「集落外の家族・親戚」、「集落内外の友人・知人」からのサポート提供期待有群がサポー
ト提供期待無群に比べて有意に SPES得点が高いという結果であった。「集落外の友人・
知人」からのサポート提供期待と SPES得点の間には有意差が認められなかったが、有意
に近い傾向が認められた。サポート提供を期待できるということがパワーを高めている、
もしくは地域の高齢者福祉問題解決への影響力意識や共有意識を高く持っているからこそ
サポート提供を期待できる、ということが明らかになった。
　限界集落で暮らしている住民同士は、もともとお互いに強いつながりを持っている。こ
のつながりを維持継続、そしてそのつながりからのサポート提供可能性を高めていくこと
が、地域住民の高齢者問題解決に向けた力を高める上で必要な取り組みであると言える。
しかし、今後のさらなる高齢化が予測される限界集落において、つながりの維持継続やサ
ポート提供可能性を高めることは難しい。
　そこで注目したいのは、集落外の家族・親戚からのサポート提供期待に関する分析の結
果である。前述した通り、集落内のつながりを持つ住民同士は、互いの高齢化によって手
段的サポートを提供し合うことが困難となりつつある。現状のまま維持していくことは現
実的に難しい。一方、集落外のサポート源に注目すると、限界集落の外に生活の場を移し
た子どもたちが少なくないことが、限界集落の現状から推察される。つまり、集落外に生
活の場を移した子どもたちは引き続き重要なサポート源となっていること、そして、その
サポート源からのサポート提供期待の有無は、地域の高齢者問題解決に向けた力と関連し
ていることが示唆されている。
　この集落外の家族・親戚からのサポート提供可能性に大きな影響を与えていると考えら
れるのは、サポート提供源との空間的距離である。田原ら（1999）によれば、別居子との
距離が 15km圏であればちょっとした用事を行う時間も含めて 1～ 2時間程度で訪問可能
であり、その結果、週 1回程度の頻繁な訪問は 15km圏内に居住する別居子に集中するこ
と、40km圏内の場合には半日必要であり、平日の訪問は不可能となるため月 1回程度の
訪問が主流になること、150km圏になると 1日ないし 2日を使うことができる休日に限
定されるため年に数回の訪問が主流となることが明らかにされている。本研究では空間的
距離を質問していない。「サポート提供可能性」として「何か手助けが必要になった時に
手助けが期待できるか」を主観的に判断された回答を得ており、本人と集落外の家族・親
戚との関係や空間的距離の解釈も内包した判断となっている。空間的距離を勘案すると、
集落を出た家族・親戚の居住地が近隣にある地方の小規模都市であっても、15kmを超え
てしまうため、週 1回以上の頻繁な訪問を期待するのは難しい現状も垣間見える。また、
限界集落の多くは中山間地域に所在しており、道路や公共交通機関の不便さも、訪問回数
に強く関連するものと考えられ、安易に集落外の家族・親戚からのサポートを期待するこ
とは難しい。よって、親子関係のあり方に依存したままでは、限界集落での生活継続に必
要な程度までサポート提供可能性を高めることは難しいと言えるだろう。
　有意な関連は見られなかったが、これらのことは集落外にいる友人・知人との関係にも
示唆を与えるものである。特に、家族・親戚が 15km圏内ないし 40km圏内にいない場合、
集落外にいる友人・知人によるサポートへの期待は大きくなる。
　限界集落へのサポート提供可能性を高めるためには、意図的にサポート提供の関係を取
り結ぶアプローチを行う必要がある。例えば、もともと集落で生まれ育った人たちが多く
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暮らしている近隣の小都市などとの間で交通の便を徹底的に充実させること、高齢者の一
人暮らし世帯や夫婦世帯の集落外のサポート源を把握し、その維持に積極的に取り組むこ
となど、限界集落の住民と集落外のサポート源を取り結ぶこれまでにない工夫と努力が求
められている。
　集落内外のつながりをいかに意図的に取り結んでいくかは、言い換えれば、潜在化して
いる限界集落の住民の持ちうる力をいかに顕在化させるか、つまり、限界集落住民のエン
パワメントに向けたのひとつの課題を示唆していると言える。
※本研究は文部科学省科学研究費基盤研究 Cによって行われた研究成果の一部である。
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